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１
「安全と水は無料」か

イザヤ・ベンダサンの「日本人とユダヤ人」のな

かに「日本人は，安全と水は無料で手に入ると思

いこんでいる」というくだりがある。また柴田徳

衛さんはある本に「リスボンのレストランで＜飲

み物は＞と聞かれ，つい節約のつもりで＜只の水

でよい＞といったら，恭々しくコップに入れて運

びこまれ，葡萄酒の三倍の勘定をとられた」と書

いている。たしかに私たち日本人は，水を「湯水

のごとく使う」ことになれた国民であったにちが

いない。

しかし，昭和39年，オリンピックの年の東京サバ

ク，また42年，北九州・瀬戸内地帯一帯をおそっ

た渇水は，まだ人々の記憶にはっきり残っている

事件だし，30年代の後半，新産都市の指定をうけ

ようと自治体が常軌をはずれた陳情合戦をやった

時，指定の重要条件に水があったことをおぼえて

いる人も少なくないだろう。そして最近では，平

均年齢830年といわれるかけがえのない地下水

＜産業計画会議編「水資源をどうする」＞を，安

くつくからといって使いはたす企業群と自治体。

　「水は無料」どころか，貴重な資源となってきて

いる。その水資源，現状ははたしてどの程度にひ

っぱくしているのか。また問題はどこにあるのか。

２　　　　　日本の水資源の特性

わが国は世界でも有数の降水量のある国である。

大部分では年間降水量が1,000ミリメートルから

2,500ミリメートルに達し，平均1,600～1,800ミ

リメートルと見積られている。これは，世界で最

も雨の多い東南アジアの800ミリメートルから4,

600ミリメートルにつぐ世界第２の降水量である。

しかし，降水量が多いということは，ただちに水

３



資源が豊富ということにはならない。水は生活の

構成要素であるとともに，また生産に不可欠な要

素でもある。だから，まずなによりも人口に対比

して降水の量がどうかということが問題である。

全国総面積が37万平方キロメートル，平均降水量

を約1,600ミリメートルとすれば，年間降水量は

約6,000億ｍ3であり，1人当り6,600ｍ3となる。

これを表１でみると世界第10位に下がり，フラン

スやスペインよりも少いことになる。わが国の水

資源は，われわれの先入観ほどには豊かでないと

いうことのようだ。

つぎに，降水の季節性の問題がある。あたりまえ

のことだが，年間を平均的に降る雨は平均的な水

利用をしやすくするが，モンスーン地帯にあるわ

が国では，降水量が季節的にかたよっている。月

別の最高は10月の220ミリメートル，ついで９月

の217ミリメートル，6月の182ミリメートルが

多く，1月の48ミリメートルが最少である。これ

に対し，ニューヨークでは，最多の８月でも110

ミリメートル,最少の10月でも77ミリメートルで，

わが国の台風期・梅雨期と冬の渇水期のような格

差はまったくみられない。この点，ヨーロッパ各

国もアメリカとほぼ同様で，水の利用価値は，わ

が国にくらべて非常に高いということができる。

さらに，季節性に加えて，河川の勾配の問題があ

る。わが国の河川は勾配が急なため，同一地点で

はかる最大流量と最小流量の比率＜河況係数＞が

きわめて高い。これは，水量が時期によって激変

することであり，利水上の価値がそれだけ低いこ

とを意味する。表２でみるように，たとえば利根

川はライン川にくらべて河況係数は50倍以上も高

く，それだけ不利なハンディキャップを負ってい

ることになる。

このようにみてくると，降水量の多さは世界第２

位，1人当りの降水量は世界第10位，そして雨の

季節性や急勾配の地形を加味すると，水資源の利

用条件の順位はさらに下に位置づけて考えられる

べきである。

表１―各国の年平均降水量と人口１人当

　　　　り年間降水量

４

表２―内外主要河川の河況係数



３――――水需要の変化

では，毎年わが国に供給される6,000億ｍ3の水の

行くえはどうなのか。一般に水に関する統計は出

所によって数字に大幅なばらつきがあるが，この

場合も，資料によってひどくまちまちである。き

わめて大ざっぱに,大体1/3の2,000億ｍ3前後が蒸

発し,同じく1/3の2,000億ｍ3以下が洪水となって

海に流出し，残りの2,000億ｍ3が利用可能の量だ

とする見方がある。また別の見方では，6,000億

ｍ3の降水量のうち，河川に流出する総量を5,200

億ｍ3と推定するが，このうち大河川の水の利用

率を60％におさえて2,000億ｍ3が開発できる一応

の限度としている。

ところで，水は実際にはどのくらい利用されてい

るのだろうか。ここでも数字はまちまちだが，現

在，上水道用水・農業用水・工業用水をあわせる

と約700億ｍ3前後とみられ，利用可能の2,000億

ｍ3に対して約13％程度ということになる。＜表

３＞

表3―わが国の水需要

まず上水道。全国の給水人口についてみると，表

４の通り昭和35年から41年までに1,300万人余り

ふえており，しかもそれがおもに東海道メガポリ

ス地帯に集っているわけだ。この給水人口増と同

時に，生活水準の向上の面では，第１に水洗便所

の普及があげられる。水洗便所の水の使用量は１

人１日50リットル程度と推定される。また家庭用

フロもふえてきており，この分の水も大体，水洗

便所とほぼ同量とみられている。

つぎに工業用水。昭和30年代の後半から，とくに

重化学工業を中心とする産業構造の再編が進めら

れたことにより，石油化学や鉄鋼などの企業が急

速に成長したが，石油も鉄もきわめて多量の水を

食う産業であるため，工業用水の使用量は表５の

ように非常にふくれ上がってきた。

ここで京浜諸都市における人口の集中と上水道用

水，工業出荷額と工業用水のすさまじい伸びの関

係をみると図１，２のようになる。

最後に上水道用水，工業用水とともに水需要の三

本柱のひとつである農業用水は，需要量が他の二

つにくらべてきわだって多いけれども，その伸び

率は鈍い。昭和46年４月，建設省がまとめた『広

域利水調査第一次報告書』＜以下『報告書』と

いう＞によると,昭和40年の全国総需要水量695.2

億ｍ3の内訳は生活用水68.3億ｍ3＜9.82％＞，工

業用水126.9億ｍ3＜18.25％＞に対し，農業用水

は500.0億ｍ3＜7L.92％＞で，その占める割合は

圧倒的に高い。しかし，これを昭和60年の予測内

訳でみると需要総量1,178.6億ｍ3に対し，生活用

水201.1億ｍ3＜17.06％＞，工業用水393.7億ｍ3

＜33.40％＞と両者の率がそれぞれ２倍前後にも

伸びているのに，農業用水は583.8億ｍ3＜49.53

％＞と急落している。水需要の構造が激しく変化

する傾向を反映した数字である。
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表４―年度別給水量の推移

表5―工業用水需要実績表
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図１　上水道使用量と人口の現況 図２　工業用水使用量＜工業用水道＞と工業製品出荷額

　　　の現況

総人口＜各年10月１日現在推計人口単位人＞
上水道使用量＜年間単位億ｍ3＞

注１＞　東京都の人口は「東京統計年鑑」，他地域は，

　　　　「神奈川県の人口と世帯」＜神奈川県企画調査部

　　　統計調査課＞による。

　２＞　上水道使用量は年間有効水量中有収水量のみ。

　　　昭和36年～42年は「水道事業統計」＜水道協会＞

　　　43年以降は各市「水道事業統計年報」による。

　３＞　工業用水使用量は，工業用水道として，上水道

　　　と別に設置されている東京23区，横浜市，川崎市

　　　に対象を限定した。なお，東京都では，昭和38年

　　　10月に工業用水道条例が公布され，39年12月から

　　　江東地区で漸次施行されたので，38年以前には工

　　　業用水道による工業用水の配水はない。城北地区

　　　は含まれていない＜45年度から実施＞。使用量は

　　　各市「水道事業統計年報」による。

　４＞　工業製品出荷額は，各市の統計書による＜東京

　　　都―「統計年鑑」＞。但し，横浜市昭和44年につ

　　　いては「神奈川県工業統計調査書」による。なお

　　　本表では,出荷額中に加工賃収入･修繕費収入を含

　　　む。東京は23区分のみ。
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工業製品出荷額＜年間　単位兆円＞

工業用水使用量＜年間　単位千万ｍ3＞



急増を続ける水需要に対して,供給の方はどうか。

　『報告書』によると，いま述べたように昭和60年

の需要総量の予測は1,178.6億ｍ3である。一方，

開発可能の水資源は，これも前述したように約2,

000億ｍ3と推定されている。従って，この数字を

もとに，物理的な水資源のバランスをみれば，な

おゆとりがあるということができる。

しかし，もちろん，物理的な水は，コストをかけ

て用水とならなければ需要に応じることはできな

い。そうした見地から，在来の常識的な水需給圏

ごとの昭和60年のバランスをみると，全国８地域

で不足が予測されると『報告書』はいっている。

それも京浜京葉地域は31億ｍ3という膨大な量の，

また京阪神地域は19億ｍ3の不足というのである。

この２地域には，利根川，淀川という大水系があ

るが，これらの水をほぼ開発可能の限度｡とされる

60％前後まで開発したとして，なおかつの話であ

る。

昭和46年３月，関東地方行政連絡会議の水資源開

発幹事会で，建設省の中沢広域利水調査室長は，

広域利水計画にっいてつぎのように説明してい

る。関東地域の各都県からだされた資料によると

昭和40年の水需要量の95億ｍ3ないし100億ｍ3が，

昭和50年には130億ｍ3ないし150億ｍ3ぐらいにな

る。この筆法で60年を予測すると，210億ｍ3ない

し220億ｍ3になる。これに対して供給の方はどう

か。山梨県をふくめた関東地域の水の流出量は年

約300億ｍ3で，うち利用できる水は150億ｍ3から

155億ｍ3ぐらいと推定される。とすると,昭和50

年にはぎりぎり間にあうが，それ以後は悲観的な

数字になる。

以上が『報告書』の基礎資料にもとずいたと推測

される中沢氏の説明であり，同氏は首都圏の水に

ついて，結論的に「昭和50年から60年の間に，必

ず水が足りなくなる。しかもどちらかといえば，

昭和50年に近い方，それもいまからダムの建設を

進めていっての話」といっている。

上水道は原則として市民の生活用水を生産し配水

する。大都市に工業が集中し，人口が集中すれば

とめ度なく水道施設を拡張しなければならない。

表６は，京浜工業地帯の主な上水道企業体の給水

人口と需要量増大の様子を示すものである。いず

れの水道企業体でも需要量の伸びの著しいこと

がわかる。昭和32年から41年までの10年間に，東

京・横浜・川崎の上水道需要量はほぼ２倍になっ

た。人口増の激しい神奈川と横浜の場合，水需要

は急上昇している。しかし，1人１日当りの配水

量一家事用，営業用，公共用，消火用，船舶用，

漏水なども含めた一切の量を人口で割った値であ

るが，それが低滞もしくは減少しているのが実情

のようだ。

このような上水道需要の内容については，原統計

自体の整備に問題もあるため，事実を正確につか

むのはむずかしい。たとえば東京では，官公署学

校用のすぺてと工業用の大部分が家事用に含まれ

て計上されているため，家事用使用量は，年間総

配水量の50％強と報告されているが，実際には30

％程度ではないかと思われる。横浜の場合，需要

の増大に応じて，昭和36年から40年の間，大規模

な拡張事業＜第６回拡張工事＞が行なわれたが，

38年に家事用と営業用との区分のしかたが変更さ

れ，それ以後の数字は比較的信頼できるものとな

っている。

表７によれば，37年と39年との間で，家事用は栓

数がふえたにもかかわらず実績給水量はふえてお

らず，これに対し営業用は５倍以上にもふえたこ

４―――――水需給のバランス

５――――――市民生活と水

８



とになっている。核家族がふえているため１栓当

りの使用水量の減少，区分基準の変更にともなう

営業用給水量の増加などを考慮しても市民の１

栓当り実績給水量はあまり増加していないことが

わかる。風呂はあるが便所はまだ水洗化していな

表6――京浜工業都市における給水量の推移＜昭和32～41年＞

表7――横浜市上水道使用量の増大と給水原価の上昇

９

注＞厚生省環境衛生局水道課＜昭和43年＞調べによる。

注＞年間総配水量は，浄水場から送り出された水量であり，年間実績給水量は，需要末端において量水器

　　　をまわした量である。両者の差は主として漏水である。また，38年に営業用と家事用との区分基準が

　　　変更され，その分が家事用給水量の減少と営業用給水量の増加となっている。

いという世帯は，横浜のもっとも一般的な姿であ

るが，このような世帯について，中流の普通の生

活程度の場合，1人１日当り80～100リットルと

いう水量が，年間の平均をとったときの標準的な

生活用水と考えてよかろう。



また，生活用水は上水道から家庭へ給水され，水

道料金の回収でー巡するが，33年から39年までの

７年間に，給水原価は10円/ｍ3値上りしている。

中心地区の市街地再開発，周辺地区の住宅地開発

＜乱雑に発展し続ける横浜の都市形態＞が，施設

の新設によるコストの上昇を生み，起伏の多い土

地形態と下流取水方式が，給水原価を高いものに

している。しかし，都市用水が即生活用水あるい

は飲料水を意味していた時代ならともかく，生活

が高度化した今日，洗濯機，暖冷房機，自家用

車，水洗便所の普及にともなう生活水準の向上

が，家庭での水需要を増すのは当然であろうが，

快適な人間生活に最低限必要な水の供給は，もっ

とも低廉でなけれぱならず，家事用水に関する限

り，その需要量を贅沢視すべきではなかろう。こ

れまで，都市における上水道需要の増大は，”人

口増”がその主な理由とされ,相次ぐ拡張事業は，

つねに上水道が事業主体となって関発が進められ

てきたが，勤労世帯の月平均使用量は，依然とし

図３　横浜市上水道用途別給水戸数，使用水量内訳表

て15～20ｍ3にすぎない。都市の水需要が増して

いる原因は何か，需要の内容を詳しく検討する必

要があろう。

かつて，川崎の水道料金値上げに対し，同水道の

大口消費者である日本銅管は鉄のコストにひび

く」と述べた，といわれる。それは工場もまた上

水道の大きな消費者だからであるっ最近では，ガ

ス・電力・ビール関係の工場で使う上水道の量も

非常な勢いでふえ，工場以外では，ビル用水とく

に冷房用水がはなはだしい増加傾向を示してい

るっ

図３は，昭和46年度における横浜の上水道用途別

使用水量内訳を示したグラフである。これによれ

ば，横浜の総使用量の47.1％が家事用，38.9％が

業務用，7.9％が公共用となり，給水戸数91.3％

を占める家事用の使用水量は，全体の半分に満た

ないのである。逆に，給水戸数にして7.4％の業

務用が非常に多くの上水道を使っていることがわ

かる。
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また，表８は，44年度における横浜の上水道多量

消費者のベスト30を示したものである。これら大

口消費者の上水道使用量は，勤労世帯の年間平均

使用量＜180～200m2＞と比較してみると，゛゛湯

表８―横浜市上水道多量消費者調

水のごとく消費する”という諺がいちばん適切に

あてはまるであろう。

　「市民の生活様式が近代化するにともなって，上

水道使用量が増大する」ということがよくいわれ
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るが，上水道の中からどの程度工業用として給水

されているかを知るならば，現在進行している上

水道需要の増大の一側面を切りすてた説明でしか

ないことがわかる。家事用使用水量もたしかにふ

えてはいるが，それは主として人口の集中にとも

なう給水栓水の増加によるものであって，1栓当

りの使用水量は，表７でみたようにほとんど増加

していない。むしろ，上水道需要量の増大分は，

その大半が業務用によってになわれていることに

注意すべきである。そして，両者の伸びが全体と

しての上水道需要量を増大させ，新しい上水道施

設を必要とさせるのである。従って，過大な水需

要計画に基づく尨大な先行投資が水道財政を圧迫

し，給水原価を上昇させていることを考えるなら

ば，料金制度のうえでも，これら両者をはっきり

区分すぺきではなかろうか。快適な都市生活をす

るのに最低限必要な水の供給は，もっとも低廉で

なければならず，多量の水を使うものほど単価が

高くなるようにして，公正な建設負担区分のもと

に大口需要家＜業務用＞の水のむだ使いを抑制す

ぺきである。

６――――――工業生産と水

昭和30年代以降，巨大企業は，政府・自治体に産

業基盤整備という名のもとに生産のための社会資

本の充実を要請しつつ，石油コンビナート，鉄鋼

産業，火力発電所などの非常に水を多く使う用水

型工業を臨海部に集積｀・集中させてきた。通産省

の「工業統計書」＜昭和41年＞によれば，工業用

淡水総使用量5,310万ｍ3/日のうち，化学工業と

鉄工業で2,647万ｍ3，すなわち全体の約半分を消

費したことがわかる。

京浜工業地帯でも，石油化学，鉄鋼，自動車，重

工業，電機，造船部門など重化学工業部門を中心

に発展し，重化学工業の比率は，30年に約58％,

40年に75％と飛躍的な伸びを示した。関東学院大

学の清水嘉治教授は「最近，京浜臨海工業地帯の

地盤沈下がかなりめだってきた。この根本原因

は，工業用地下水の汲みあげからおこったもので

ある。重化学工業は多量の水を必要とし，鉄鋼業

について製品１トンにつき41.3トンの水が冷却用

・洗浄用・ボイラー用として使用される。また，

石油化学工業も他の工業に比較して多量の水を必

要とする。京浜全体での工業用水は，1日約900

万トンとされているが，今後，重化学工業化がさ

らに進むと，水不足は深刻になるであろう」と述

ぺている。

ここで，工業用水の具体的な水収支を検討してみ

よう。使用用途別にみると，表９になる。工業用

水といっても全使用量の56.5％は冷却用に使わ

れ，他に製品処理および洗浄用水，温調用水など

の使用量が多い。冷却用と温調用とをあわせて全

体の約1/3は”よごれない水”＜回収可能な水＞で

あることは注目されてよい。海水のみに関しては

92.7%が冷却用で，そのなかでも火力発電用が断

然多い。

また，工業用水を水源別に探ってみると，表10に

示す通りである。淡水合計から回収水を除いたも

のが，原水として取水された水量であるが，井戸

水への依存率の高いことに気がつくであろう。し

かもこの傾向は既成４大工業地帯においてとくに

著しい。これこそが東京，大阪，名古屋，尼崎の

地盤を沈めてきた有力な誘因である。通産省で

も，今後，工業用水の地下水への依存を極力減ら

し，工業用水道建設に力を入れ，また回収率を高

めて反覆利用を強めようとしているのは当然であ

る。

つぎに，工業用水の需要増大に対応して，どのよ

うな水源が開発されたかを，図４でみると，自家

引用の伸びは完全に頭打ちであり，井戸水につい
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ても地盤沈下防止のための地下水汲上

げ規制が強化されれば，この伸びもさら

に押えられるものと思われる。従って，

今後に残された水源は，上水道，工業用

水道，回収水と海水＜淡水化＞だけとな

る。グラフでもわかるように，工業用水

でもっとも特徴的なことは，回収水の利

用が進んできていることであるが，まだ

じゅうぶんに行なわれてはいない。その

理由について，東京工業大学の華山謙助

教授は，「各企業では，地下水，工業用

水道などの一次使用水量の増加と回収水

のコストを比較し，安いほうを選択する

から，地下水の汲上げが比較的容易な範

囲では，回収水の利用がなかなかすすま

ない。また，工場廃水に関する現行の水

質基準が濃度によって規定されているた

めに，洗浄用水，製品処理用水などの汚

れた水を冷却水などのきれいな水で稀釈

して棄てている場合が非常に多い。これ

表９―工業用水用途別使用量

資料：水資源開発公団「水資源開発便覧」＜昭和44年版＞

表10―工業用水水源別使用量
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図４　水源別工業用水使用量比較



も回収水利用の進展をはばんでいる重大な要因に

なっている」と説明している。つまり，回収水を

得るコストよりも工業用水道料金の方が安いか

ら，企業は回収水の利用を怠り，洗浄水などの汚

い水にきれいな水を混ぜて捨てる原因になるので

あろう。最後に，神奈川の工業用水の水収支なら

びに需要予測を，表11・12でみてみよう。昭和42

年度の工業用水の使用量は769万ｍ3/日で，これ

を地区別にみると，臨海工業地帯を有する横浜・

川崎地区の使用量が大部分を占め，89％に達して

いる。また水源別にみると，海水が326万ｍ3/日

表11―地域別水源別工場用水使用量＜昭和42年＞

でもっとも多く，残り443万ｍ3/日の淡水のうち，

上水道および工業用水道の有料水が25％＜111万

ｍ3/日＞，回収水59％＜260万ｍ3/日＞，地下水

11％＜50万ｍ3/日＞，河川水5％＜22万ｍ3/日＞

の構成比を示している。全国の平均水源別使用量

と比較して，有料水ならびに回収水の使用比率の

高いことが特徴的であるが，地下水にあまり恵ま

れていない神奈川では，回収水の利用と有料水の

開発が高度に進められたためと考えられる。

第三次総合計画＜改訂版＞では，昭和50年の工業

生産額を７兆円と想定し，工業用水の総需要量は

表12―業種別，水源別，工場用水１日需要量＜昭和50年＞
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1,221万ｍ3/日,となり，そのうち淡水使用量は731

万ｍ3/日，海水使用量は490万ｍ3/日となる。淡

水の水源別の内訳では，有料水が29％＜上水道が

42年の約３倍，工業用水道が約２倍に飛躍する＞

を占め，回収水が61％に上昇する。業種別では，

化学ゴム・第一次金属・石油製品の使用水量が抜

群に多くなる。

７ 産業政策と水

昭和30年頃から始った日本経済の高度成長の過程

で，臨海部巨大都市圏への資本と労働力の集中は

ある程度まで外部経済の集積を高める効果を発揮

したが，やがてそれのゆき過ぎが生じ，集積の利

益を通りこして，過密の弊害を生むようになっ

た。このような事情を背景として，全国総合開発

計画，太平洋ベルト地帯構想，工業適正配置構

想，低開発地域建設促進法，工業整備特別地域な

どの一連の構想や法的措置が36年から38年にかけ

て打ち出され，産業の適正配置が成長政策の中心

的課題となってきた。本来，過密都市の再開発の

問題と，後進地域の経済開発とはその目的を異に

するものであるのに，工業の地方分散というテー

ゼと，地方の工業誘致というテーゼとが政策的に

ー致するようになってきた。国や地方自治体が先

頭に立って企業のために最適の土地を求め，文字

どおり山を開き，海を埋めて用地を造成し，産業

基盤諸施設を整備した。それは他に例をみない手

厚い保護であり，たぐいまれな高度成長の達成に

は不可欠の条件であった。

日本の産業立地政策のほんとうの姿は，たとえば

上述の新産業都市建設促進法が，美しいスローガ

ンを掲げていた同じ時期に，政策担当者自身が述

ぺている次の言葉にもっとも的確にしめされてい

る。

　「わが国の立地政策は，基本的に重大な条件を課

せられている。それは立地主体たる企業が輸出産

業としての宿命を担っていることである。その原

料の大半を海外に依存するわが国の工業は，輸出

を伸長させなければならず，どうしても国際競争

力の強いものであることが要請される。従って，

工業の分散にあたって，生産コストの上昇は厳に

戒められねばならない。諸外国の地域開発は，雇

用対策であったり，社会政策的なものであった

り，または国防的見地に立ったりしたものも少く

ない。しかし，遅れて資本主義経済の世界に登場

した日本の場合，資本蓄積の少ないことは蔽えな

い事実であり，立地政策においても上述諸外国の

ような目的を一義的に追求するほどの余裕はな

く，企業の合理性に徹して，輸出競争に勝ち抜か

ねば，その経済の維持発展は不可能である。かく

て，わが国においては，地域開発といい，工業の

地方分散といっても，それはなによりもまず，徹

底した産業政策でなければならない」＜通商産業

省編「わが国の工業立地」昭和37年＞。つまり，

わが国で産業立地政策とよばれている政策は，企

業の経済的合理性を極度に尊重しつつ，与えられ

た条件の下で，その高度成長に必要な最適の立地

を助成する産業政策に他ならない。

　「特定の地域について，工業用水の合理的な供給

を確保するとともに，地下水の水源の保全を図

り，もってその地域における工業の健全な発達と

地盤沈下の防止に資すること」を目的とした工業

用水法制定＜昭和31年＞の時にも，同様の思想が

色濃く反映されていた。工業用水道事業には，

①　貿易自由化の推進過程における日本工業の国

際競争力を保持するため，②　地盤沈下地帯にお

ける地下水転換を確保するため，その建設費に対

し，昭和31年度より工業用水道事業費補助金が交

付され，多額の財政補助が行なわれている。

通産省では，国が工業用水道事業に対してとくに

1
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補助を与える根拠について「地盤沈下による公害

防止＜公共の福祉＞のために，ほんらい私権に属

する地下水の汲上げを制限するのであるから，地

下水にかわるぺき工業用水道を供給して，地下水

の価格と相似した水準の料金にするためである。

また，地域開発促進のための工業用水道は，地域

開発のキイポイントとして先行的に整備しようと

するものであり，この工業用水道に着手するか否

かの地方公共団体の判断の基準は，工業用水道の

収支が直接みあうか否かでなく，その費用が工業

用水道の波及効果にみあうか否かによるといって

も過言でない。したがって，工業用水道は，国お

よび地方公共団体の強い政策目標が反映される公

共事業としての性格を有しているからである」

＜地方公営企業制度調査会議事録，昭和40年３

月＞と説明している。

その意味で，工業用水道料金は，上水道料金のご

とく原価と見合いに設定されるのではなく，通産

省の行政指導により，政策的に決められている。

上水道の場合は，料金を変更したときは，厚生大

臣に届け出ればすむことになっているが，工業用

水道事業の場合は，「補助金をうけた工業用水道

の料金を定め，または変更しようとするときは，

通産大臣の承認をうけなければならない」とされ

ており，たとえば現行料金が原価以下のため赤字

経営となった場合，これを改定しようとしても

通産省の政策料金を超えるときは，承認を受ける

ことができないのである。

表13――工業用地需要

しかし，日本の工業の競争力を強めるための産業

政策として，工業用水の開発，港湾，道路の整備

などをすすめるというのであれば，地方自治体の

性格，職分からいって，そのような目的に自治体

がどこまで協力できるものなのかが問題となる。

根本は，関連公共事業をだれが負担するか，また

だれがどこまでの犠牲をはらって企業を育てるか

という問題になるといえよう。

工業用水道事業は，今日地盤沈下対策事業として

だけでなく，現存工業地帯の立地条件整備のため

にもまた，新規立地工業地帯開発のためにも行

なわれている。最近では，通産省なども工業用水

道を使う企業の利潤擁護のためであることを隠そ

うともしていない。表13は，通産省の「工業開発

の構想」＜昭和43年12月＞であるが，この試算に

よると，今後の工業用地需要量は，「新全国総合

開発計画」での経済成長見通しを前提とした場合

でも昭和50年で昭和40年の約２倍，昭和60年で

は約３倍になるという。これに見合う工業用淡水

補給量は，昭和50年で昭和40年の約３倍，昭和60

年では約４倍と見込まれている。そして上述のよ

うな高度成長が達成されるためには，産業構造審

議会産業立地部会の資料＜「工業立地」昭和45年６

月号＞によると，鉄鋼2,000万トン，石油精製90

万バ－レル／日，石油化学160万トン，電力800

万キロワットの大規模コンビナートが，ぜひとも

２，３個所は必要とされ，その用地量は6,000ヘ

クタール，淡水補給量は185万ｍ3/日とされてい
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表14―用水多消費産業の水源別用水コスト

表15―工業用水の製品出荷額に占める割合

る。

ここで，用水多消費産業の水源別用水コストをみ

てみよう。表14によれば，全国平均でみると工業

用水道からの買水は３円36銭/ｍ3，上水道からの

17

買水は16円22銭である。これに対して，自己生産

の地表水では１円58銭，伏流水で１円93銭，井戸

水で２円83銭，その他１円96銭，回収水１円95銭

である。これをみると水源がいずれであろうと自



己生産の用水コストがいちばん安いことがわか

る。地盤沈下の原因となる井戸水は２円83銭で工

業用水よりもずっと安い。工業用水道が整備され

ても容易に自己生産をやめない理由はここにある

といえよう。また，業種別にみて最も安い水を使

用しているのは火力発電で86銭/ｍ3である。つい

でパルプ・紙・紙加工品の１円90銭，化学の２円

93銭，窯業・土石の３円28銭，その他はいずれも

平均以上，とくに高い水を使用しているのは鉄鋼

業と食料品工業である。

表15は，主要工業製品出荷額に占める工業用水費

＜淡水＞の割合を示すものである。重化学工業の

中心である鉄・石油工業では，製品コスト中に占

める用水費の割合は，ごくわずかなものである。

しかし，この種の工業はもともと用地・用水係数

が高く，しかも大規模なコンビナート形式をとる

ため，プラント規模が急激に拡大していくという

ことになり，１企業当りの淡水総使用量が多く，

全体としての用水費の額は膨大なものとなる。従

って，「工業用水道料金が値上りすると国際競争

力に影響する」などということがいわれた。

ところで，70年代の国際競争力の決定要因は，値

段の安さよりも，技術の高さや独創性をいかした

商品の機能の面に移る。それと見合って，今回の

　「通商白書」＜昭和46年度版＞では，経済運営の

基本的な態度を「輸出振興と国際競争力の強化に

片寄っていた中進国的な姿勢から脱皮すること

が，単なる観念的なスジ論としてではなく，日本

にとって絶対必要である」と強調している。工業

用水道事業に対する通産省の”徹底した産業政

策”が，この白書の趣旨にそって『脱皮』するこ

とを期待できるものかどうか。
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さきに述ぺたように，全国的にみた場合，水資源

は数字の上ではじゅうぶん需要をみたすにたる勘

定である。しかし，物理的な『水』ではなく『用

水』――上水道用水・農業用水・工業用水――と

なると，バランスシートをあわせることがむずか

しい。政治的・経済的・社会的にきわめて多くの

問題があるからである。

たとえば「横浜の水は大丈夫か」と聞いたとする

と「昭和53年以降は県外取水によらざるをえな

い。そうすると水源を遠隔に求めることにより財

政的負担が大きくなること，水利権など地元との

利害関係が複雑となりその調整が困難なこと，従

って一都市の力だけでこれらの解決はむずかしい

ので，ぜひ国の力でお願いしたい」ということ

が，ほぼ公式回答となって返ってきそうだ。いま

この「53年」を「50年」とか「51年」とかそれぞ

れ適当な数字におきかえるだけで，この文面はす

ぺて，首都圏の大部分の水需要都市に通用する内

容になるにちがいなかろう。だから，関東地方行

政連絡会議＜関地連＞としても，44年８月，政府

機関に『水資源確保に関する要望書』をだしてい

る。横浜でも市議会が45年に『水資源対策に関す

る意見書』を関係各省に提出し「…よって政府

は，これらの事情をご賢察下され，国家的見地か

らすみやかに水資源開発の基本計画を策定し…

強く要望いたします」＜傍点は筆者＞といってい

る。

水資源の問題が一都市で解決できる，と考えてい

るものはいない。44年５月，関地連の第１回水資

源対策部会で，会長の美濃部東京都知事は「いま

や首都圏の問題は，地域的に解決できる問題では

ない。広域行政的に問題を考えなければいけな

い。そういう時期に到来していることの一つの重

大な問題が水資源にあらわれていると申しても

８ 広域水行政と自治体



私，間違いではないと思います」＜議事録から。

以下同じ＞とあいさつしている。水需要側の自治

体が水資源問題を広域的に考えようというのは当

然のことともいえるが，供給側の自治体はどう

か。両者の間に困難な問題があることは事実だ。

しかし両者の関係は「水をよこせ」「いや，やら

ぬ」の段階からはもう少し進んで「供給側が水を

供給できるようにするためにはどのような条件が

みたされなければならないか」という問題に重点

がうつろうとしているのは事実ではなかろうか。

この日の部会でも供給側の群馬県代表は「ダム

問題に取組んでみますと，コンクリートの工作物

をどうつくるかという土木工学的問題よりも，そ

れにともなう民生問題，地域問題，社会問題はど

ういうふうになるかが地元とすれば一番問題で，

そういうことを平行して扱っていただかないと，

地元もなかなか理解と納得をしてついてきてくれ

ない。……しかし，自分の県だけのことでなく，

やはり首都圏あるいは国家的な見地からもご協力

申し上げねばいかぬ問題というふうに考えていま

す」＜傍点筆者＞といっている。供給側も，広域

行政の必要性については，共通の認識をもとうと

してきているといえなくはなさそうだ。

ところで，国家的見地からの広域水行政を求める

機運を，政府機関はどのようにうけとめているだ

ろうか。

さまざまな政府諸機関が，さまざまな会議で，実

にさまざまな意見・方針・構想・計画を語って

いる。経企庁，自治省，前橋営林局，関東地

建，水資源開発公団などの代表がつぎつぎに発

言した前述の関地連の部会も，その例外ではな

い。もちろん，意見をだしあうことにはそれなり

の意義があるのだが，ここいらで横浜代表清水助

役ならずとも「いろいろ承っておりますが，どう

も責任の所在がはっきりしないようで…‥具体的

に水が足りなくなった時に，いったい誰が責任を

とるのか。……政府が計画をたてておるわけです

から，需要，供給の関係を調整するとともに，ど

こがどういう責任をもって実施するのか，いつま

でに，どのくらいの水を，どこから取って，どこ

にやるのか，これを実施までどこかの窓口で責任

を負う体制をどうしても整えてもらわなければ，

私どもはここで決めて陳情して――また意見書を

だすという形がありますが，そういうことによっ

て受け身で政府がやるということでは，どうも心

もとない感じがするわけでございます」と問いつ

めたくなるのである。ところが，この質問をうけ

た経企庁側の答えは「……だれが責任をとるとい

うようなことをいってみたところで，それが問題

の解決にすぐ役立つものでもない」といった調子

である。水道事業は事業者＜主として自治体＞の

責任であるという現行制度とこれをうけた政府機

関の意識，他方で水資源問題は一都市の力では解

決できないという現実とこれを反映した自治体の

意識。ここに広域水道行政のひとつの問題点があ

る。

ところで，水道事業に直接たずさわっている水道

労働者の考えはどうだろう。結論的にいえば，き

わめて重要なチェック・ポイントのいくつかをも

ちながらも，水道事業の広域化の必要性は認める

という方向のようにみられる。45年５月，函館で

ひらかれた第12回水道事業研究会での広域化問題

に対する全日本水道労組各単組の見解は①水不足

による新たな水源開発の必要②重複投資をさける

③水源の有効的な使用④料金格差の是正，という

観点から一般的に広域化の必要を認めている。し

かし，それはつぎの問題を強く確認した上でのこ

とである。すなわち①急激な水不足は自治体の責

任によっておこったことではなく，政府の高度経

済成長政策による都市への工場の集中，それにと

もなう人口急増によりおこったものであり，政府

の都市政策の矛盾によるものであること②従って
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独立採算制の打破，政府の財政援助は当然である

こと③しかし，政府は一銭の金もださずに，自治

体と住民と水道労働者の犠牲の上に解決すること

をねらっており，また自治権の侵害，中央集権化

を貫徹しようとしている，などの諸点の確認であ

る。

たしかに，水ほしさの気持ちばかりが先走り，水

のもつ政治的・経済的・社会的な問題を素通りし

て広域行政への道をのみ急ぐことがあると仮定す

れば，それはきわめて危険なことである。

われわれが旅行する時，車窓から「一級河川　木

曽川　建設省」などと書いた白い標示板＜柱＞を

よくみかける。ところで，あれはどうして「木曽

川」とか「富土川」と書くだけでは不足なのだろ

う――ここに，いささかとっぴな話をもちだした

のはほかでもない。『国家的見地』というもの

は，つねに多少とも危険なおとしあなを秘めてい

るものだが，水資源問題の場合，そのおとしあな

が，比喩的にいってあの白い標示板の文字とどこ

かでかようような気がするからである。われわれ

は，紀ノ川も千曲川も北上川も，みんなわれわれ

の共有財産だと信じている。だからこそ税金をだ

しあって，その管理をしかるぺき機関にまかせて

いるのである。当然のことながら，水資源は，そ

の環境とともに国民のもの，市民のものでなけれ

ばならない。従って，自治体が政府に向って『国

家的見地』にたった広域水行政を要望することも

さることながら，同時に今日，水のもつさまざま

な意味あいを『市民的見地』から解明し，それを

市民の前に公開することも，自治体の関係者にと

って緊要の課題だと考えられる。

再びイザヤ・ベンダサンにかえっていうならば，

いまや水を無料だと考えている日本人はまれだろ

うが，また水を政府からいただくものと考えてい

る市民もまずあるまい。水は自治体から安い値段

で買えるものだと信じているのである。今日，自

治体は，安い飲み水を供給するために，市民の力

を借りる問題はないだろうか。

＜都市科学研究室＞

付記＞本稿は１～4，8節を松本が，5～７節を岡村

　　　　がそれぞれ執筆分担した。
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